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豊川市奨学金返還事業費補助金交付要綱 

 

 （趣旨） 

第１条 この要綱は、本市の将来を担う産業人材を確保するため、登録事業者

に就職した者が奨学金を返還することに対して市の予算の範囲内で交付する

豊川市奨学金返還事業費補助金（以下「補助金」という。）について、豊川

市補助金等に関する規則（平成５年豊川市規則第４９号）に定めるもののほ

か、必要な事項を定めるものとする。 

 （定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定め

るところによる。 

 ⑴ 大学等 学校教育法（昭和 22 年法律第 26 号）第 83 条に規定する大学

（同法第 97 条に規定する大学院を含む。）、同法 108 条に規定する短期大

学、同法 115 条に規定する高等専門学校及び同法第 124 条に規定する専修

学校をいう。 

 ⑵ 中小企業者 中小企業基本法（昭和３８年法律第１５４号）第２条第１

項各号に該当する事業者であって、市内に事業所を有するものをいう。 

 ⑶ 奨学金 次の各号に掲げるものをいう。 

  ア 独立行政法人日本学生支援機構が貸与する奨学金 

  イ その他市長が認めるもの 

 （中小企業者の登録等） 

第３条 この要綱に基づいて市の実施する奨学金返還支援事業に賛同する中小

企業者であって、次の各号の全ての要件を満たすものは、同事業について市

に第９条第２項に規定する協力金を納付することを約して、市の登録を受け

ることができる。 

 ⑴ 風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律（昭和 23 年法律第

122 号）第２条第１項に規定する風俗営業、同条第５項に規定する性風俗

関連特殊営業及び同条第 13 項に規定する接客業務受託営業に該当する事

業を営んでいないこと。 

 ⑵ 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７
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号）第２条第２号に定める暴力団（以下「暴力団」という。）である団体、

同法第２条第６号に定める暴力団員（以下「暴力団員」という。）が役員

になっている団体及び暴力団又は暴力団員と密接な関係を有する団体では

ないこと。 

 ⑶ 市税（法人市民税、市民税・県民税（特別徴収分に限る）、固定資産税

・都市計画税及び軽自動車税）の滞納がないこと。 

２ 前項の登録を受けようとする中小企業者は、豊川市奨学金返還支援事業費

補助金対象事業者登録申請書（様式第１号）に市長が指定する書類を添付し

て市長に提出するものとする。 

３ 市長は、前項の規定による申請があったときは、その内容を審査し、適当

であると認めたときは、市の実施する奨学金返還支援事業に賛同する中小企

業者として登録を行い、その旨を豊川市奨学金返還支援事業費補助金対象事

業者登録通知書（様式第２号）により、当該申請をした中小企業者（以下「登

録事業者」という。）へ通知するものとする。 

４ 市長は、事業実施に当たり、登録事業者を公表するものとする。 

５ 登録事業者は、第１項各号の要件に該当しないこととなったとき、又は登

録を辞退しようとするときは、豊川市奨学金返還支援事業費補助金対象事業

者登録変更・廃止届出書（様式第３号）により、速やかにその旨を市長に届

け出なければならない。 

６ 市長は、登録事業者から前項の規定による届出があったとき、登録事業者

が第１項各号の要件に該当しないと認めたとき、又は市長が必要と認めると

きは、当該登録事業者に係る登録を削除するものとする。 

 （補助の対象） 

第４条 補助金の交付の対象となる者は、奨学金の返還を行う者であって、次

の各号のいずれにも該当する者とする。 

 ⑴ 大学等を卒業しているもの 

 ⑵ 登録事業者に雇用されており、その雇用形態が次のいずれにも該当する

もの 

  ア 市内の事業所に配属されていること 

  イ 短時間労働者及び有期雇用労働者の雇用管理の改善等に関する法律
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（平成５年法律第７６号）第２条第１項の短時間労働者でないこと。 

  ウ 短時間労働者及び有期雇用労働者の雇用管理の改善等に関する法律第

２条第２項の有期雇用労働者でないこと。 

  エ １週間の所定労働時間が３０時間以上であること。 

  オ 雇用保険の一般被保険者として雇用されていること。 

  カ 公的年金及び健康保険に加入していること。 

 ⑶ 大学等を卒業した後に、登録事業者のいずれかに初めて就職した日（以

下「就職日」という。）における年齢が３５歳未満であること。 

 ⑷ 大学等の在学中に奨学金の貸与を受けていたこと。 

 ⑸ 市内に住所を有する者であること。 

 ⑹ 市税（市民税・県民税、固定資産税・都市計画税及び軽自動車税）の滞

納がないこと。 

 （補助対象期間） 

第５条 補助金の交付の対象となる期間（以下「補助対象期間」という。）は、

奨学金の返還開始日が属する月から起算して３年間とする。ただし、就職日

が奨学金の返還開始日以後であるときは、就職日の属する月から起算して３

年間とする。 

 （補助金の額） 

第６条 補助金の額は、補助対象期間内の毎年１月から１２月までの期間中に

補助対象者が返還した奨学金の額の合計額（その額に１，０００円未満の端

数があるときは、その端数を切り捨てる。）とする。ただし、当該期間中に

補助対象者が奨学金を返還した月数に２万円を乗じて得た額を上限とする。 

２ 前項の規定にかかわらず、補助対象期間内に補助対象者が第４条各号の要

件を満たさない期間があるときは、当該期間に補助対象者が返還した奨学金

については、補助金の交付の対象としない。この場合において、当該期間は

前項ただし書の「補助対象者が奨学金を返還した月数」に含めないものとす

る。 

 （申請等） 

第７条 補助金の交付を受けようとする補助対象者は、豊川市奨学金返還事業

費補助金交付申請書兼実績報告書（様式第４号）に次に掲げる書類を添えて、
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市長が定める期間（以下「申請日」という。）に市長に提出しなければなら

ない。 

⑴ 大学等の卒業証明書等の写し 

 ⑵ 奨学金の総借入額、総返還予定額、返還開始月、返還期間が確認できる書

類の写し 

⑶ 在職証明書（様式第５号） 

 ⑷ 奨学金の返還が確認できる書類 

 ⑸ 市内に住所を有することが分かる書類 

 ⑹ 市税の滞納がないことが分かる書類 

 ⑺ その他市長が必要と認めるもの 

２ 前項の規定による申請は、申請日の前年の１月から１２月までの期間（以

下「申請期間」という。）中に補助対象者が返還した奨学金について行うも

のとする。ただし、市長が特に認めるものについては、この限りではない。 

３ 補助対象者の行う申請が２回目以後であるときは、第１項第１号及び第２

号に掲げる書類の提出を省略することができる。 

 （交付の決定等） 

第８条 市長は、前条の規定による申請があったときは、その内容を審査し、

適当と認めたときは、補助金の交付及びその額を決定し、豊川市奨学金返還

事業費補助金交付決定通知書兼確定通知書（様式第６号）により、補助対象

者に通知するものとする。 

２ 市長は、必要があると認めるときは、前項の規定による決定に条件を付す

ことができる。 

 （協力金の納付等） 

第９条 市長は、前条第１項の規定により補助金の交付及びその額を決定した

ときは、速やかに補助対象者が申請期間中に所属した登録事業者に、補助金

の交付を決定した旨及び当該登録事業者に所属していた期間に係る補助金の

額を、豊川市奨学金返還支援事業費補助金額通知書（様式７号）により通知

するものとする。 

２ 登録事業者は、前項の規定により通知された補助金の額の４分の１に相当

する額（以下「協力金」という。）を、市長の指定する日までに市長に納付
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しなければならない。 

 （請求） 

第１０条 第８条第１項の規定による通知を受けた補助対象者は、市長が指定

する日までに、補助金の振込先の預金口座等を記載した請求書を市長に提出

するものとする。 

 （補助金の交付） 

第１１条 市長は、前条の規定による請求があったときは、速やかに補助金を

交付するものとする。 

２ 補助金の交付は、前条の請求書に記載された預金口座等への振込みにより

行う。 

 （交付決定の取消し） 

第１２条 市長は、補助対象者が次の各号のいずれかに該当すると認めるとき

は、補助金の交付の決定の全部又は一部を取り消すことができる。 

 ⑴ 虚偽の申請その他不正の手段により補助金の交付の決定又は交付を受け

たとき。 

 ⑵ 交付の決定の内容及び交付に付した条件に違反したとき。 

 ⑶ この要綱の規定に違反したときその他市長が不適当と認めたとき。 

３ 市長は、前項の規定により補助金の交付を取り消したときは、豊川市奨学

金返還事業費補助金取消通知書（様式第８号）により補助対象者に通知する

ものとする。 

 （委任） 

第１３条 この要綱に定めるもののほか、補助金の交付に関し必要な事項は、

市長が定める。 

   附 則 

 この要綱は、令和４年４月１日から施行し、令和５年４月１日以後に対象事

業者へ就職した者（令和５年３月以前に対象事業者が開催した入社式、研修等

により令和５年４月１日より前に当該対象事業者に就職したとみなされる者を

含む。）について適用する。 

附 則  

この要綱は、令和６年４月１日から施行する。  


